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中心主義に基づくビルマ式社会主義を進めたネー・ウィン政権下で始まり、少数民族の政治的主張を軍事力で抑え込んでいくなか、一九七八年にはドラゴン作戦と呼ばれる大規模な攻撃により二五万人のロヒンギャがバングラデシュ側 逃れた。一九八二年ビルマ市民権法により、ロヒンギャはビルマにおける少数民族としての地位承認を拒否され、その政治的および憲法上 アイデンティティを失い、彼らに対 さらに過酷な迫害が始まった。またもや軍が政権を掌握した一九九一年には二五万人ないし三○万人といわれるロヒンギャがバングラデシュに逃れた。現在バングラデシュ 府によって登録され同国内のキャ プに滞在する者が約二万八千人 当該地 いて難民として十分な保護は与えら ず制限された地域での生活を強いら ている。更にの周辺に約二〇万人が不法移民として劣悪な状況で暮らしている。
●ロヒンギャの航海
このような窮状から逃れて他国へ移動し
ようとする ンギャは、密入国や人身売買を生業とするブローカーによって、これまでサウジアラビアやパキスタン、アラブ首長国連邦などに送られてきた。なかでもサウジアラビアはロヒンギャが最も望む行先であり、同国への渡航のためにバングラデシュの業者がバングラデシュ国籍の旅券やメッカ巡礼用の査証 取得させていた。ところがここ数年、 ンダマン海を南下しタイ経由でマレーシアをめざすロヒンギャを乗せた船が多数発見されている。その数は二○○六年一○月以降急増し、同月から二○○八年三月中旬までおよそ八〇〇〇人のロヒンギャがバングラデシュ海岸からタイそしてマレーシアに出立したという。特に一○月から二月頃という航海に適したモンスーンの吹く時季に多い。 の移動現象の背景として、バングラデシュにおけるイスラム原理主義者の取り締まり強化のためバングラデシュ旅券 取得が難しくなったこと、サウジアラビアにおける査証発行お
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犯罪を摘発するためにバンコク内 屋台のローティ売り（マレーシアへの入国までタイでの一時的な仕事としてローティ売りに多くの ヒンギャが従 しているといわれる）に聴取し、その結果不法入国者のロヒンギャが多数逮捕された した。
事件が発覚した後の一月下旬にラノン沖



















として実効的なコミットメントが現実問題として喫緊に必要であることを示しているが、加盟各国政府の任命する委員から成る人権委員会の積極的な取り組みはいまだ見られない。●難民 ・ 移民 ・ 人身取引 ・ 無国籍
ロヒンギャの権利保護について現在の国
際法での解決は容易ではない。第一に難民として保護されるかどうか。 一九五 年 「難民の地位に関する条約」では 難民は「人種、宗教、国籍、政治的意見または特定の社会集団に属するなどの理由で、自国にると迫害を受けるかあるいは迫害を受ける恐れがあるため 他国 逃れた」人々と定義されている。ロヒンギャが国境を越えた先のバングラデシュ、タイそしてマレーシアのいずれの国も難民条約には加入しておらず、これらの国においていかなる外国人をも難民として保護する義務や迫害国 強制的に退去させたり送還したりしては らないという義務はない。バングラデシュロヒンギャのキャンプが存在するがそれを支える法的枠組みはなく、適切な保護からは程遠い状態で放置されて る。仮に第三国が受け入れるとして 認定手続 難しさ、そして数万という単位の受け入 は現実的ではない。
第二に、人身取引の被害者として保護さ
れるか。タイの二○○八年反人身取引法では、搾取の目的で 詐欺などの手段が使わ
リア、バングラデシュ、インド、インドネシア、 マレーシア、 モルディヴ、 ニュージーランド、パキスタンおよびタイであった。ロヒンギャなる者はミャンマーに存在しないというミャンマー政府に対し、 ＩＯＭ （国際移住機関）およびＵＮＨＣＲ（国連難民高等弁務官事務所）による事例説明では、ロヒンギャという呼称は使われず、ミャンマー国ヤカイン州北部のモスリムの事例として説明された。バリ・プロセスは人の密輸や人身取引という犯罪に対する法制度強化のための協力枠組みである。そのため会議後の共同議長声明では、国境警備にかんする地域協力、海上からの移民に対する共通運用手続 策定などが盛り込まれたが、個別の問題について踏み込んだ言及はなかった。
そして一○月下旬には再びタイで第一五
回ＡＳＥＡＮサミットが開催された。国際メディアによってロヒンギャにスポットがあてられた時期と重なった前回 サミットでは、少なくとも外相ら 非公式晩餐で来るバリ・プロセスで協議することだけは合意されたが 先述したように同会議でも具体的進展はなく、そして今回のサミットではロヒンギャにかんする言及は一切なかった。同サミットではＡＳＥＡＮ憲章に基づきＡＳＥＡＮ人権委員会が発足 。これは初めてＡＳＥＡＮが制度的に人権を認めるものである。アンダマン海を南下するロヒンギャは、人権問題についてＡＳＥＡＮ
四月中旬の同会議で、ロヒンギャについ
てミャンマー政府代表は「彼らが、自分たちはバングラデシュからミャンマーに移住してきたと認めるならば、ミャンマーに受け入れてもいい。 」と発言した。あくまで自国におけるモスリムの民族の存在を認めないミャンマー政府に対して、バングラデシュ外相が「ロヒンギャは何世紀にわたりミャンマー（ビル ）に住んでき 政府高官のポストに就いた人 た 作為的人口リストから削除したところでマーの一民族であることは変わらな 過去バングラデシュ 数十万人のロヒンギャがミャンマーへ送還されて るし、さらに送還予定の二万八〇〇〇人のリストをミャンマー政府が受けとってい は、彼らがまさにミャ マー人口の構成員であることを証明している。バングラデシュ政府はその限られた資源で過去三○年にわたり、ミャンマーからの難民に十分に対応してきた。ミャンマー政府は今こそ自国 を引き取るべきである。 」と反論した ＡＳＥＡＮのみならず、バングラデシュや他の関係国が参加した会議ではあった 、具体的解決は見出されなかった。
同会議後さらに個別ケースを議論するた
めに、関係国の要請でアド ・ ホック ・ グルプが七月下旬にバリで集まった。 こではアフガニスタン、スリランカそしてマーからの移民問題が提起された。参加国はこれら三国に加え、関係するオーストラ
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条約には加入していない。ＡＳＥＡＮでは二○○七年第一二回サミットにおいて「移民労働者の権利の保護と促進にかんする宣言」がなされている。これはＡＳＥＡＮ地域内における移民の送り出 国および受け入れ国双方 参加する共通の基盤ではあるが、あくまで協調レベル 宣言であり、各国間に何ら法的義務は一切な 。
ロヒンギャにとって、最大の問題は彼ら
が無国籍者であることである。主 国家によって構成されてい 現代社会におい 、人はいずれかの国の帰属員たる資格、わち国籍を有していることによって、国籍国の保護を受ける権利を有する。ミャンマー政府によって国民であ を否定された無 籍者であるロヒンギャ は、彼らの人権を保護する義務 負う 籍国がないのである。そして現在の国際法下ではずれの国がいかなる状況において 付与という義務を負うかについて 合意されていない。国籍付与は各 国内法の問題とされているから●モンスーン 季節再び
二○○九年一月下旬からラノンで勾留さ
れていたロヒ ギャが再びメディアで取り上げられたのは同年八月中旬。勾留されていた者のうち未成年者二人 死亡していたことが発覚した。ラノンの勾留施設 寝返りも打てない劣悪な状況が取り沙汰され、残る四七人はバンコクの入国管理局の勾留
れ彼らが移送されたならば、人身取引罪が成立し、彼らはその被害者として保護される。例えば、いい仕事があるとブローカーに騙され、到達した先で過酷な労働を強いられ、移動の自由を制限されるなど強制労働や奴隷状態におかれるのであればそれは搾取に相当し、人身取引の被害者と認定されうる。しかしロヒンギャ 金を払っブローカーとの間にどのようなやりとりがなされたのか、そしてそのブローカーもしくは誰に搾取の目的があった かを究明するのは難しい。ロヒンギャらの移動を手引きし、漁船や農園などで過酷な労働をさせる意図で危険 状態の船で航海させたことは、すでに搾取に相当するとの見方もある。たとえ同法において被害者として認定 れても最終的には出身国 送還されるのが、被害者に対す 保護措置である。しかもそれは出身国政府による受け入れが前提である。タイ政府とミャンマー政府 人身取引被害者の送還手続きにかんす 覚書を交わしてい しかしミャンマー政府から自国民であることを否定され迫害されているロヒンギャにとってミャンマーへの送還は解決にはなり得ないだろう。
第三に、移民労働者としての権利保護は
可能か。非正規の移民労働者にまで保護を拡大する「すべての移民労働者とその家族の権利保護に関する一九九○年条約」が存在するが、ミャンマー、バングラデシュ、タイそしてマレーシアのいずれの国も当該
